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第１章 知的財産権と産業財産権制度の概要

第１節 知的財産権とは

人人間間のの幅幅広広いい知知的的創創造造活活動動のの成成果果ににつついいてて、、そそのの創創作作者者にに一一定定期期間間のの独独占占

権権をを与与ええるるよよううににししたたののがが知知的的財財産産権権制制度度でですす。。知知的的財財産産権権はは、、様様々々なな法法律律

でで保保護護さされれてていいまますす。。 

（１）知的財産権とは

知的財産権制度とは、知的創造活動によって生み出されたものを、創作した人の財産とし

て保護するための制度です。「知的財産」及び「知的財産権」は、知的財産基本法（平成

年法律第 号）において次のとおり定義されています。

（定義）

第二条 この法律で「知的財産」とは、発明、考案、植物の新品種、意匠、著作物その他

の人間の創造的活動により生み出されるもの（発見又は解明がされた自然の法則又は現

象であって、産業上の利用可能性があるものを含む。）、商標、商号その他事業活動に

用いられる商品又は役務を表示するもの及び営業秘密その他の事業活動に有用な技術

上又は営業上の情報をいう。

２ この法律で「知的財産権」とは、特許権、実用新案権、育成者権、意匠権、著作権、

商標権その他の知的財産に関して法令により定められた権利又は法律上保護される利

益に係る権利をいう。

３ （略）

知的財産の特徴の一つとして、「物」とは異なり「財産的価値を有する情報」であるこ

とが挙げられます。情報は、容易に模倣されるという特質をもっており、しかも利用され

ることにより消費されるということがないため、多くの者が同時に利用することができま

す。こうしたことから知的財産権制度は、創作者の権利を保護するため、元来自由利用で

きる情報を、社会が必要とする限度で自由を制限する制度ということができます。

近年、我が国政府は「知的財産立国」の実現を目指し、様々な施策を進めています。また、

産業界や大学等の動向についてみると、産学官連携の推進、企業における知的財産戦略意識

の変化、地方自治体における知的財産戦略の策定等、知的財産を取り巻く環境は大きく変化

しています。今後も、知的財産権制度の活用は、我が国経済の活性化だけではなく、企業や

大学・研究機関においても重要な役割を果たすことになります。

（参考）

「知的財産立国」とは、発明・創作を尊重するという国の方向を明らかにし、ものづく

りに加えて、技術、デザイン、ブランドや音楽・映画等のコンテンツといった価値ある「情

報づくり」、すなわち無形資産の創造を産業の基盤に据えることにより、我が国経済・社

会の再活性化を図るというビジョンに裏打ちされた国家戦略である。
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（ 年７月「知的財産戦略大綱」）

（２）知的財産権の種類

知的財産権には、特許権や著作権などの創作意欲の促進を目的とした「知的創作物につい

ての権利」と、商標権や商号などの使用者の信用維持を目的とした「営業上の標識について

の権利」に大別されます。

また、特許権、実用新案権、意匠権、商標権及び育成者権については、客観的内容を同じ

くするものに対して排他的に支配できる「絶対的独占権」といわれています。一方、著作権、

回路配置利用権、商号及び不正競争防止法上の利益については、他人が独自に創作したもの

には及ばない「相対的独占権」といわれています。
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第２節 産業財産権制度とは

知知的的財財産産権権ののううちち、、特特許許権権、、実実用用新新案案権権、、意意匠匠権権及及びび商商標標権権のの４４つつをを「「産産

業業財財産産権権」」とといいいい、、特特許許庁庁がが所所管管ししてていいまますす。。

産産業業財財産産権権制制度度はは、、新新ししいい技技術術、、新新ししいいデデザザイインン、、ネネーーミミンンググななどどににつついい

てて独独占占権権をを与与ええ、、模模倣倣防防止止ののたためめにに保保護護しし、、研研究究開開発発へへののイインンセセンンテティィブブをを

付付与与ししたたりり、、取取引引上上のの信信用用をを維維持持ししたたりりすするるここととにによよっってて、、産産業業のの発発達達をを図図

るるここととをを目目的的ににししてていいまますす。。

ここれれららのの権権利利はは、、特特許許庁庁にに出出願願しし、、登登録録すするるここととにによよっってて、、一一定定期期間間、、独独

占占的的にに実実施施（（使使用用））すするるここととががででききまますす。。 

産業財産権の例産業財産権の例
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